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１　本書の概要

　本書は，UCLA アンダースン経営大学院特別名誉
教授であるサンフォード・M・ジャコービィの代表作
である。Jacoby（1997）や Jacoby（2005）といった
他の主著はもちろん，種々の論文も発表の都度日本語
に翻訳される一方，労働や経営に関連する主要学会や
各種の研究会に招聘されるなどジャコービィは，わが
国の学界でも注目度と影響力の大きさで群を抜いた存
在である。本書についても，既に日本人研究者による
優れた書評が発表されているので，ここでは必要最小
限の概要紹介にとどめたい。
　本書は，雇用安定，内部昇進（＝内部労働市場政策
の採用），恣意性を排除した規則に基づく手続き等の
官僚制的特徴，すなわち雇用の官僚制化をいわゆる良
い仕事の前提条件と捉えた上で，それが確立されるプ
ロセスを歴史実証的に明らかにすることを目的として
いる。それは，組織論者とラディカル派の双方が想定
したように，独り経営者の意図のみが与ったのではな
く，法制度や労働組合による圧力，労働市場の有り様
といった企業外部の要因が，経営者の哲学や価値観の
変化と合わさることで形成されていった。著者ジャ
コービィは膨大な一次資料の分析を踏まえて，このよ
うに結論づけた。さらに，雇用官僚制＝人事管理確立
の過程は職長，生産管理者，工場長など経済的視点か
ら雇用システムにコミットする人々と，職長を共通の
敵と見なした労働組合や人事管理者とのせめぎ合いの
過 程 で も あ っ た こ と， そ の 普 及 に SCC（Special 
Conference Committee）といった経営諸組織のネッ
トワークが一役買ったことを明らかにしている。同時
に，人事管理確立期をワグナー法成立以降の 1936～
45 年と捉え，1910～20 年代を確立期としてきた通説
を否定している点に本書の特徴を見いだせる。

２　本書のインパクト

　本書が人事・労務管理研究に与えたインパクトの大

ジャコービィ
『雇用官僚制―アメリカの内部労働市場と“良い仕事”の生成史』

きさは，例えば，平尾ほか編著（1998）の存在から窺
い知ることができるだろう。同書は，SCC 加盟企業
を主対象とした歴史的実証研究を通じ，1920 年代ア
メリカの労務管理・労使関係の実態を解明しようと試
みたアメリカ労務管理史研究会の研究成果である。他
方，1990 年代以降 HRM 研究において高業績作業シ
ステム（High Performance Work Systems：HPWS）
がホットイシューとなった。この HPWS とは，雇用
管理，業務管理，報酬管理，教育訓練・能力開発，労
使関係といった HRM の基幹領域において革新的とさ
れる慣行を体系的に導入し，諸慣行間の補完性やシナ
ジー効果を発揮せしめることで高業績の実現を図る
HRM 施策である。具体的には，①革新的雇用慣行

（採用試験を用いた慎重な採用，雇用保障，内部昇進），
②革新的作業慣行（職務拡大・拡充，ジョブ・ロー
テーション，チーム制度，クオリティ・サークル，総
合的品質管理，提案制度），③革新的報酬慣行（相場
より高水準の賃金，業績・技能・能力・貢献度などと
連動した変動給／奨励給，利潤分配制度，従業員持株
制度），④充実した教育・訓練機会の付与，⑤革新的
労使関係慣行（労使間での情報共有，シングル・ステ
イタス化，態度調査，苦情処理手続，労働組合や従業
員側代表による意思決定への関与）等をシステムとし
て実践する管理手法である。一見してわかるように，
雇用保障，内部昇進，高水準の報酬，意思決定への関
与などが含まれており，ジャコービィの述べる雇用官
僚制や「良い仕事」とかなりの程度符合している。
ジャコービィは，人事・労務管理であろうが人的資源
管理（HRM）であろうが，ヒトの管理の在り方は，
労働市場の変化，政府の規制，労働組合運動といった
企業外の諸力によって大きく左右されるというスタン
スを，本書以降も一貫して示しているところである
が， Jacoby（2003）では，労働市場の逼迫や企業間競
争において人的資本，知的財産，従業員と顧客の長期
的関係性といった無形資産が重要性を増していること
などを根拠に，90 年代半ば以降こうした新しい HRM
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が一層重視されていく可能性を予見している。このよ
うに，本書を含む，一連のジャコービィによる研究
は，HPWS や従業員関与といった先進的 HRM の時
代適合性やその限りでの普遍性を裏付けているという
意味で，今日の HRM 研究と親和性を有するのみなら
ず，それらを間接的に支えそしてまた促進して来たと
いえるのである。 

３　ピーター・キャペリとの論争

　『雇用官僚制』の本文中において，著者は内部労働
市場を主とした雇用官僚制の持続性を必ずしも明言し
ていない。そうした雇用慣行が，長年の間に法の構
造，経営原則，従業員の期待に埋め込まれたことを理
由として，今後も貫徹するのではないかと控えめに持
論を述べる程度であった。ところが，同書の続編にあ
たる Jacoby（1997）では，ワグナー法時代にあって，
会社組合や安定雇用と内部昇進，手厚い給与と福利厚
生に特徴づけられるアメリカ型ウェルフェア・キャピ
タリズムを守り続けた 3 社の事例を取り上げ，そうし
た雇用慣行の強靱さを明示している。次第に旗幟を鮮
明にするようになったと見るべきか。
　ともあれ，こうしたジャコービィの見解を批判的 
に捉えるピーター・キャペリとの間に論争が起こっ 
たことはつとに知られるところである。その論争は 
California Management Review の Vol. 42，No. 1，
1999 で展開された。まずジャコービィが，Jacoby

（1999a）で，1980 年代半ば～90 年代にアメリカで相
次いだダウンサイジングをもって，キャリア型の仕事

（暗黙裏に長期勤続が保障され，付加給付，教育訓練，
利潤分配，直接的参加の機会などが提供される「良い
仕事」を指す）が途絶えたと見るのは早計であり，そ
うしたウェルフェア・キャピタリズム的アプローチは
依然健在であるとの見立てを示した。すなわち，確か
に 1980 年代初めにはブルーカラー労働者が，そして
1990 年代初めにはホワイトカラー労働者が長期の失
職を経験したため，在職期間の総計値は 1970 年代後
半から若干下落した。しかしながら，大多数の労働者
が付加給付，教育訓練，そして長期勤への期待を提供
されるキャリア型の仕事を保持し続けており，とりわ
け女性やサーヴィス職種もしくはサーヴィス産業従事
者の間では，むしろ長期雇用が増大している。さら
に，アメリカ経済ではこの間，低賃金でもパートタイ
ムでもない新しい仕事が創出され，多くの失業者が

キャリア型の職で再雇用されている。加えて，近年の
失業率低下は，失業者の期待を高め，キャリア型の雇
用慣行に対する使用者の依存度をむしろ強めているの
だというのである。その上で，この期間に起こったこ
とはキャリア型の仕事の減少ではなく，従来よりも使
用者が従業員にリスクを肩代わりさせたに過ぎないの
だと結論づけている。
　これに対し，Cappelli（1999a）において，今や雇
用のニューディールが成立し，雇用保証，内部昇進と
いった心理的契約は一方的に破棄されたとの認識を示
しているキャペリは，同上雑誌に掲載された Cappelli

（1999b）で，次のように主張した。①株主価値増大
に向けて，従業員数を減らすよう求める投資家やアナ
リストからのプレッシャーがかつて無く強まっている
こと，②M&A，アウトソーシング，ジョイント・ベ
ンチャーなどが多用され，企業の境界線が変動的なも
のになった結果，長期のキャリア・パスが混乱したこ
と，③生産サイクルの短期化と競争の速度が上がった
ことからスキルの陳腐化のスピードも上がった結果，
人材の育成よりも社外からの引き抜きが重視されるよ
うになったこと，④クロス・ファンクショナル・チー
ムのように，従業員への権限委譲を伴う作業システム
が，管理組織のフラット化を進め，昇進可能性を低減
したこと，⑤従業員保護を弱める政策決定が続いたこ
と，⑥人材派遣会社の如きベンダーが，アウトソーシ
ングされたすべての機能を請け負うため，企業は人件
費を固定費から変動費に変更できるようになったこ
と。以上の変化を背景に，暗黙裏に長期雇用，相応の
賃金が支払われ，付加給付も提供されるフルタイムの
キャリア仕事（キャペリのいうところの良い仕事）は
減少し，その将来見通しも悪化している（論文タイト
ルでは死滅したという表現さえ用いている）というの
がキャペリの見解となる。
　このキャペリの批判に対するジャコービィの反論
が，やはり同上雑誌に掲載された Jacoby（1999b）で
ある。同論文で，ジャコービィは，1980 年代以降に
起こったことはリスクと不安定性の従業員側への転嫁
であるとの自説を再度繰り返し，これによってキャリ
ア型の仕事は消滅したのではなく，むしろ新しい経済
環境に適応したのであると主張する。その根拠として
は，高卒あるいは大卒の労働者の内，同一企業での勤
続年数が 10 年以上の者の割合が 1996 年時点でさほど
減少していないこと，管理職層については次第に人材
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不足感が顕著になる一方，非管理職層については
HPWS の普及によって基幹従業員の雇用が強固に
なっていること，1995～97 年の離職者数が，1993～
95 年よりも減少していること，ダウンサイジングの
主たる対象が若年労働者であること，またダウンサイ
ジングを行った大企業の従業員定着率が平均より高い
こと，新たに創出された雇用は定着率が高いこと，年
功，公正，モラールといった組織的要因に対する配慮
がなされた賃金構造が存続し続けていることなどを挙
げている。
　ジャコービィとキャペリの以上の論争について審判
を下すことは，本稿の目的から逸脱している。とはい
え，人的資源管理（論）の研究に従事する身からすれ
ば，キャリア型の仕事が死滅したとするキャペリの表
現は誇張が過ぎると考えたいところであるし，実際，
洋の東西を問わず良い仕事の提供にこだわる企業は二
人の論争中も，それ以降も確かに存在し続けている。
マクロ的に見れば，企業や業種をまたいで，いつの時
代にもキャリア型の良い仕事が常に存在するというこ
の事実が，しかしながら，ダウンサイジングの憂き目
に遭った個々の（元）従業員にとってどれほどの意味
を持ち，慰めになるのかと問われれば答えに窮さざる
を得ない。結局のところ，ウェルフェア・キャピタリ
ズムに基づく管理と管理思想そしてそれが有する強靱
さや普遍性に着目するジャコービィと，雇用のニュー
ディールに伴う労働者の受難に目をこらすキャペリ

（労働者間の格差拡大を問題視するなど）とでは見え
てくる雇用の姿が異なるのは必然といえよう。

４　本書の現代的意義

　原書が刊行されて 40 年近く経った今，本書の現代
的意義について考えてみたい。ジャコービィは，本書
邦訳書における日本語版読者への序文で次のように述
べている。「しかしながら，需要が相対的に不安定な
企業にサラリーマン型モデルを適用する際，典型的な
サラリーマン型モデル企業におけるよりも大きな『緩
衝器』を必要とすることに，経営者は気づきつつあり
ます……新しいサラリーマン型企業は今，次第に『永
続』雇用者とそうでない労働者との懸隔を形成しつつ
あるのです」（邦訳書，21 頁）。ここで彼の述べる，
サラリーマン型モデルとは，原則として変動に対して
レイオフではなく利潤分配制，割増給，支払カットと
いった弾力的な補償制度と最小限の職務等級区分，

ルースな人員配置規則といった弾力的な仕事規則とで
対応する雇用慣行を指す（これと対照をなすのが，大
多数のアメリカ人労働者にとって一般的な，名目賃金
の下方硬直，厳格な職務等級，その他仕事規則によっ
て労働者が保護される一方，景気下降にはレイオフで
対応する，ブルーカラー型モデルである）。つまり，
ジャコービィはキャペリとの論争を待つまでもなく，
既にキャリア型の仕事（ここではサラリーマン型モデ
ル）の対象者が絞り込まれて行くこと，それにより

「永続」雇用者とそれ以外の労働者とに雇用が二極化
されていくであろうことを予見していたのである。
2001 年に刊行され広く関心を集めた書 Michaels, 
Handfield-Jones and Axelrod（2001）のタイトル “War 
for Talent” が象徴しているように 1990 年代後半から
人材をめぐる競争が次第に激化し人材，より厳密に 
いえば高業績を挙げうる有能な従業員＝タレント人 
材を組織に留まらせるリテンション・マネジメント

（Retention Management）が HRM 上の重要課題とし
て浮上することになった。他方において，雇用の
ニューディールや非典型労働の一定の広がりは，認め
ざるを得ない。これらの事実を思えば，ジャコービィ
の予見は正しかった。こうした二極化をどのように評
価するのかについて氏の見解はつまびらかにされてい
ないが，2011 年に発生した「ウォール街を占拠せよ」
運動，あるいは近年目につく，アメリカにおける労働
運動の盛り上がりは，こうした二極化やそれに伴う経
済格差が，若年層を中心にアメリカ国民の許容範囲を
超えつつあることを意味しているのではないか。
　ところで，サラリーマン型モデルとブルーカラー型
モデルについてジャコービィはそれぞれに一長一短が
あるのであって，どちらか一方が優れている訳ではな
いと以下のように述べている。「サラリーマン型モデ
ルに比べるとブルーカラー型モデルは，労使間の結び
つきが弱く，労働市場の高い移動性が維持されます。
労働者からすると雇主への依存がより小さいわけです
が，一方，それは企業にとっても経済の構造転換期に
自らを刈り込む（「労働者放出」）ことを容易にするも
のです……一方アメリカの，とりわけ労働組合のある
企業の雇主は，日本企業が新しい技術の導入と労働者
の企業内シフトが容易なことに……賛嘆の念を禁じえ
ないのです。かくして，いずれのモデルもイデオロ
ギー上の徳性と罪科とをはらんでいるのです。アメリ
カ的なブルーカラー型モデルでは，従業員の独立性は
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